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市における 「CBDからの距離」と地価 との関係を明 らかにしている。 さら
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にNiedercorn〔1971〕は 「都 心部 か らの距離」 と 「各距離 にお いて利用 さ
れ てい る土地の広 さ」 か ら成 る指数 タイ プの地代 関数 を設 定 してい る。 そ
の他,人 口密度 や所得 な どを導入 した地 代モ デルは数 多 く見 られ る。
本研 究で は,上 記 の研究 成果 を踏 まえ,Czamanski〔1965〕,Paelinck
〔1970〕,Baumol,Oates〔1971〕及 び神頭 〔1988〕で応用 された累積 的因
果モ デルに も とつ いた空間的地 価構造 モデル を構 築す る。 ついで,同 モ デ
ル を我 が国3大 都市 圏2)1986年デー タ3)に応用 する。
II理 論 モ デル
モデルの構築にあた り,次の仮定を設定する。
(1)当該地域の地価4)は,CBDにより近い地域の地価 に影響 される。




ただ し,Pご一1:CBDか ら(t-1)地点 に位置 して いる地 域の単 位面積 当
り地価
Pf:CBDか らt地 点 に位 置 してい る地域 の 単位 面 積 当 り地
価
β:係 数








ところで,こ の関 数((1)式)はβ>1で あれば,Ptは累積 的に増加 し,0<
β<1で あれ ぼ,Ptは0に 収 束 してゆ くこ とを示 してい る。また,(1)式を対
数 形 に直 す と,
10gP`=10gP。+tlo9β (2)
と な る 。
III実証分 析
本理論 モデル(1)式を3大 都 市圏(京 浜:253地域,中 京:133地域,京 阪
神:213地域)に 応用 した分析結果 は,表1,図1,表2,図2及 び表3,
図3に 掲 げ られて いる。なお,こ こでの非線形 回帰分析 は損失関 数6)を用 い
て行 った。 また,(2)式に よる回帰 分析 の結 果は,表4,図7,表5,図8
及 び表6,図9に 示 されて いる。
1.分 析結果
(1)本理論モデルの適合度(相関係数,決 定係数及び標準誤差)については,
3大都市圏 ともに,比 較的高い。因みに,京 浜大都市圏の適合度が最 も
高 く,ついで中京大都市圏,京 阪神大都市圏の順である。
(2)地価の勾配(係数 β)については,中 京大都市圏が最 も高 く,ついで京浜






































標 準 誤 差
111:















ここでは,千 代 田区の地価 をCBDの 地価 として計算 した。
tは,東 京都庁 から区役所,市 役所 または町村 役場 までの直線距離 を示す。




































パ ラ メ ー ター 推 計
パ ラ メ ー ター 推 計 値
β0.803
推 計 式:Pニ763・0,803'
相 関 係 数:0,799
決 定 係 数:0。638
標準誤差
0.012
〔注〕1)こ こでは,中 村区の地価 をCBDの 地価 として計算 した。

















損 失 関 数 の 最 終 値'.157036E+08
パ ラ メ ー タ ー推 計
パ ラ メ ー タ ー 推 計値 標 準 誤 差
,BO.6780.013
推 計 式:P=3224.1・0.678f
相 関 係 数:0.755
決 定 係 数:0.570










〔注 〕1)ここでは,東 区の地 価 をCBDの 地価 として計算 した。









徐々に地価が減少してゆ く現状 とが,比 較的合てはまった結果であるこ
とを示唆 している。また,京浜大都市圏の適合度が最 も高いのは,図4,
図5及 び図6が 示すように他の都市圏 と比較 して,都 心部の地価が際だ
って高 く,ほぼ同心円状 に地価が均一化 していることに係わっている。
これは,東 京駅 を中心に鉄道及び道路が放射状に伸 びていることや都市





地価 と都心部周辺の地価 に空間連続的な差異があることが1要 因 として





図4京 浜 大 都 市 圏 に お け る地 価構 造
Plr川m'}(s)
lb)
i'4←一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 → ・衷
〔ll〕Plalrxlf3、各地域(座 標}位 澱からの地債 を',<してい る。`図5及 び図611il様}
21(bl図は、{8}図の 水'1'・面に地価等高線を 看み付き最'」・rl乗法 を使 って楠いた ものであ る。1図5及 び図6同 様}



















表4,図7,表5,図8及 び表6,図9に もとついて,対 数線形モデル
(IIの(2)式)の回帰分析結果を整理すると次の ことが言える。
(1)3大都市圏共通 して,対 数線形モデルの適合度(相 関係数,決 定係数及
び標準誤差)は,比 較的高いと言えよう。中で も,京浜大都市圏のそれ
は,最 も高い。
(2)地価の勾配は,中 京大都市圏が最 も高 く,ついで,京 阪神大都市圏,京
浜大都市圏の順である。
(3)推計 されたP。(CBDの地価)は,京 浜大都市圏が最 も高 く,つ いで京阪
神大都市圏,中 京大都市圏の順である。因みに,京浜大都市圏における















相 関 係 数:0.748
決 定 係 数:0.56











相 関 係 数:0.549














相 関 係 数:0.67
決 定 係 数:0.449









対的な基準 しか存在 しないために,こ れ を補なう意味で対数線形モデルの
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1)付 け値 曲 線 は,bidrentcurveまた は,rentoffercurveと呼 ばれ て お り,土 地
の 購 入 に対 す るwillingnesstopayを空 間 に プ ロ ッ トした もの で あ る。 また,宅 地
の付 け値 は 「家 計 が あ る一 定 の効 用 水 準 の も とで都 市 の 各地 点 に対 して 自発 的 に支
払 い うる最 高 の地 代 」と定義 され て い る。な お,こ の詳 細 につ い て は,Alonso〔1964,
chap.3〕,Muth〔1969〕,Richardson〔1977,pp.14-18〕,山田 浩 之 〔1980,第4章〕,
Mills,Hamilton〔1984,chap.6〕及 び宮 尾 尊 弘 〔1985,第5章〕等 を参 照 せ よ。
2)こ こ での3大 都 市 圏(京 浜,中 京,京 阪神)の 設 定 に つ い て は,総 務 庁 統 計 局 の
基準 に した が っ た。 な お,こ の 詳 細 に つ い ては,『大 都 市 圏 の人 口』昭和60年国 勢 調
査 摘 要 デー タシ リー ズNat,総務 庁統 計 局,1964p.1を 参照 せ よ。
3)こ こで は,昭 和61年度 都 道 府 県地 価 調 査 結 果(各 都 道府 県地 価 調査 主管 課,昭 和
61年7月1日 現 在,毎 年調 査)に よ る平 均地 価 デー タを用 い た。 な お,こ の デー タ
に つ いて は,『 日本 ア ル マ ナ ッ ク』教 育 社,1988に収 め られ て い る。
4)こ こで は,「単 位 面積 当 り地 価 」 を指 す 。
5)こ こで は,土 地 は利 用 され て初 め て地 代 が 生 じる とい う こ と,ま た地 代 と地 価 に
比 例 的 関 係 が見 られ る こ とな どの観 点 か ら コ ンス タ ン ト(定 数)を 除 い た。
6)同 関 数 は,パ ラ メー ター の最 適 推 計 値 を求 め る際 に適 用 され る。 こ こで は,平 均
自乗 誤 差 を最 小 にす るパ ラ メー ター を導 出 す る ため に,2次 の 損 失 関 数 を採 用 し
た。 な お,こ れ に 関 す る詳 細 に つ い ては,Zellner〔1971〕及 び岩 田 暁 一 〔1979,pp.
348-350〕等 を参 照せ よ。
7)都 市 化 の集 積経 済 とは,「集 積 の経 済 」の 中 の1分 類 で あ り,「都 市 化 され た地 域
内 の 経済 活 動 の 活発 化 に よ って もた ら され る経 済 的 便 益 」を意味 す る。 な お,都 市
化 の(集 積)経 済 に関 す る詳 細 に つ い て は,Isard〔1956〕,西岡 久雄 〔1976,PP・27
-37〕及 び川 嶋 辰彦 〔1977,pp.146-157〕等 を参 照 せ よ。
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